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(57)【要約】
【課題】防汚層の表面を傷めることなく綺麗に被着体に
貼り付けることができる、水生生物付着防止粘着テープ
を提供する。
【解決手段】本発明の水生生物付着防止粘着テープは、
防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着テープであ
って、該防汚層の該基材層とは反対側にアプリケーショ
ンテープを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着テープであって、
　該防汚層の該基材層とは反対側にアプリケーションテープを備える、
　水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項２】
　前記アプリケーションテープが支持体を含む、請求項１に記載の水生生物付着防止粘着
テープ。
【請求項３】
　前記アプリケーションテープがさらに粘着剤層を含む、請求項２に記載の水生生物付着
防止粘着テープ。
【請求項４】
　前記基材層がエラストマー樹脂を含む、請求項１から３までのいずれかに記載の水生生
物付着防止粘着テープ。
【請求項５】
　前記エラストマー樹脂が、ポリウレタンアクリル樹脂、ポリウレタン樹脂から選ばれる
少なくとも１種である、請求項４に記載の水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項６】
　前記防汚層がシリコーン樹脂を含む、請求項１から５までのいずれかに記載の水生生物
付着防止粘着テープ。
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水生生物付着防止粘着テープに関する。詳細には、本発明は、水中構造物（
船舶、ブイ、港湾設備、海上油田設備、発電所冷却水用の水路、工場冷却水用の水路、水
上浮遊通路など）に水中生物が付着して繁殖することを防止するための、水生生物付着防
止粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　船舶などの水中構造物は、海水に接触する部分において、フジツボ、カキ、ムラサキイ
ガイ、ヒドラ、セルプラ、ホヤ、コケムシ、アオサ、アオノリ、付着珪藻などの海洋生物
が付着して繁殖し、流体抵抗の増加や熱伝導性の低下といった設備機械性能の低下や、付
着した海洋生物の海外への拡散など、好ましくない状態を引き起こしている。また、付着
した海洋生物を除去する作業には大きな労力と膨大な時間が必要であり、経済的な損失を
被っている。
【０００３】
　上記のような被害を防止するため、従来、防汚塗料が水中構造物に塗装されている。防
汚塗料には、古くは有機スズ化合物や現在では亜酸化銅などの毒性防汚剤が含まれている
。防汚塗料の毒性によって海洋生物の付着成長はほぼ抑制できるが、有機スズ化合物や亜
酸化銅などの毒性防汚剤は人体や環境に少なからず悪影響を与えるため、長期的にみれば
深刻な問題となる。また、防汚塗料を塗装後に乾燥させる際には、３０重量％程度の有機
溶剤（ＶＯＣ）が揮発し、作業環境や周辺の環境に悪影響を与えている。スプレー式塗装
では、ＶＯＣの大気中への排出の他に、塗料の１０重量％～２０重量％は風により周囲に
飛散していると言われている。一方で、長年使用した防汚塗料を塗り替える際には、古く
なった防汚塗料をサンドブラストや金属研磨機で剥離するが、その際に、有機スズ化合物
や亜酸化銅などの毒性防汚剤を含んだ大量の塗膜片が周囲に飛散して作業者や環境に悪影
響を与えると共に、剥離した防汚塗料は産業廃棄物として処理されるため、大きな問題と
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なっている。
【０００４】
　防汚塗料を用いることなく防汚効果を有する防汚テープとして、基材上に下塗り剤を介
してシリコーンエラストマーを設け、基材の逆側には粘着層を設けたシート状テープが提
案されている（特許文献１参照）。しかし、防汚層は機械的強度に劣るため、例えば、流
体中での使用条件下において水中構造物に施工した防汚テープに物体が衝突すると、防汚
層が破損したり欠落したりする問題がある。
【０００５】
　また、防汚テープは、船体の底面など、曲面状態の箇所に貼り付けられる場合が多い。
しかし、このような場合、防汚層の表面を傷めることなく綺麗に貼り付けることが難しい
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－６９２４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、防汚層の表面を傷めることなく綺麗に被着体に貼り付けることができ
る、水生生物付着防止粘着テープを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、
　防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着テープであって、
　該防汚層の該基材層とは反対側にアプリケーションテープを備える。
【０００９】
　好ましい実施形態においては、上記アプリケーションテープが支持体を含む。
【００１０】
　好ましい実施形態においては、上記アプリケーションテープがさらに粘着剤層を含む。
【００１１】
　好ましい実施形態においては、上記基材層がエラストマー樹脂を含む。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記エラストマー樹脂が、ポリウレタンアクリル樹脂、
ポリウレタン樹脂から選ばれる少なくとも１種である。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記防汚層がシリコーン樹脂を含む。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、防汚層の表面を傷めることなく綺麗に被着体に貼り付けることができ
る、水生生物付着防止粘着テープを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
≪水生生物付着防止粘着テープ≫
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着
テープであって、該防汚層の該基材層とは反対側にアプリケーションテープを備える。す
なわち、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、アプリケーションテープと防汚層と基
材層と粘着層をこの順に含む。本発明の水生生物付着防止粘着テープは、好ましくは、ア



(4) JP 2014-169351 A 2014.9.18

10

20

30

40

50

プリケーションテープと粘着層が、それぞれ、最外層となる。本発明の水生生物付着防止
粘着テープの特に好ましい実施形態は、アプリケーションテープと防汚層と基材層と粘着
層がそれぞれ直接に積層された構成の粘着テープである。
【００１７】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、アプリケーションテープと防汚層と基材層と
粘着層をこの順に含んでいれば、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の層
を有していても良い。本発明の水生生物付着防止粘着テープの厚みは、それに含まれる各
層の厚みによって、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な厚みに設定される。
本発明の水生生物付着防止粘着テープの厚みは、好ましくは５０μｍ～５００μｍである
。
【００１８】
　図１に、本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図を示す。本発明の水
生生物付着防止粘着テープ１００は、アプリケーションテープ１と防汚層２と基材層３と
粘着層４をこの順に含む。図１に示すように、アプリケーションテープ１の表面や、粘着
層４の表面には、剥離フィルム１０が設けられていても良い。
【００１９】
＜アプリケーションテープ＞
　本発明の水生生物付着防止粘着テープが有するアプリケーションテープとしては、一般
にアプリケーションテープと称されているものなど、本発明の効果を損なわない範囲で任
意の適切なアプリケーションテープを採用し得る。このようなアプリケーションテープと
しては、好ましくは、支持体を含むアプリケーションテープである。また、このようなア
プリケーションテープとして、支持体とともに、さらに粘着剤層を含むアプリケーション
テープであっても良い。本発明の水生生物付着防止粘着テープがアプリケーションテープ
を有することにより、表面のすべり性が良好なものとなって、スキージ等を用いた貼り付
け作業性が良好なものとなる。また、本発明の水生生物付着防止粘着テープがアプリケー
ションテープを有することにより、スキージ等を用いた貼り付け作業を行っても、防汚層
が傷付き難く、表面保護性に優れたものとなる。
【００２０】
　アプリケーションテープに含まれ得る支持体の厚みは、用途に応じて、任意の適切な厚
みを採用し得る。アプリケーションテープに含まれ得る支持体の厚みは、好ましくは１μ
ｍ～１０００μｍであり、より好ましくは１０μｍ～５００μｍであり、さらに好ましく
は３０μｍ～３００μｍであり、特に好ましくは５０μｍ～２００μｍである。アプリケ
ーションテープに含まれ得る支持体の厚みを上記範囲内に調整すれば、防汚層の表面を傷
めることなく綺麗に被着体に貼り付けることができる、水生生物付着防止粘着テープを提
供することができる。
【００２１】
　アプリケーションテープに含まれ得る支持体は、単層でも良いし、２層以上の積層体で
あっても良い。アプリケーションテープに含まれ得る支持体は、延伸されたものであって
も良い。
【００２２】
　アプリケーションテープに含まれ得る支持体の材料としては、用途に応じて、任意の適
切な材料を採用し得る。例えば、このような材料としては、プラスチック、紙、金属フィ
ルム、不織布などが挙げられる。好ましくは、プラスチックである。アプリケーションテ
ープに含まれ得る支持体は、１種の材料から構成されていても良いし、２種以上の材料か
ら構成されていても良い。例えば、２種以上のプラスチックから構成されていても良い。
【００２３】
　上記プラスチックとしては、例えば、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリオ
レフィン系樹脂、塩化ビニル系樹脂などが挙げられる。ポリエステル系樹脂としては、例
えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レートなどが挙げられる。ポリオレフィン系樹脂としては、例えば、オレフィンモノマー
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の単独重合体、オレフィンモノマーの共重合体などが挙げられる。ポリオレフィン系樹脂
としては、具体的には、例えば、ホモポリプロピレン；エチレン成分を共重合成分とする
ブロック系、ランダム系、グラフト系等のプロピレン系共重合体；リアクターＴＰＯ；低
密度、高密度、リニア低密度、超低密度等のエチレン系重合体；エチレン・プロピレン共
重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・アクリル酸メチル共重合体、エチレ
ン・アクリル酸エチル共重合体、エチレン・アクリル酸ブチル共重合体、エチレン・メタ
クリル酸共重合体、エチレン・メタクリル酸メチル共重合体等のエチレン系共重合体；な
どが挙げられる。塩化ビニル系樹脂としては、具体的には、例えば、ポリ塩化ビニルなど
が挙げられる。
【００２４】
　上記プラスチックとして、エラストマー樹脂を採用しても良い。エラストマー樹脂とし
ては、例えば、加硫ゴム、熱可塑性エラストマーなどが挙げられる。熱可塑性エラストマ
ーとしては、例えば、スチレン系エラストマー、オレフィン系エラストマー、塩ビ系エラ
ストマー、ウレタン系エラストマー、エステル系エラストマー、アミド系エラストマーな
どが挙げられる。
【００２５】
　アプリケーションテープに含まれ得る支持体は、必要に応じて、任意の適切な添加剤を
含有し得る。アプリケーションテープに含まれ得る支持体に含有され得る添加剤としては
、例えば、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止剤、充填剤、顔料などが挙げ
られる。基材層に含有され得る添加剤の種類、数、量は、目的に応じて適切に設定され得
る。特に、アプリケーションテープに含まれ得る支持体の材料がプラスチックの場合は、
劣化防止等を目的として、上記の添加剤のいくつかを含有することが好ましい。耐候性向
上等の観点から、添加剤として特に好ましくは、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、
充填剤が挙げられる。
【００２６】
　アプリケーションテープに含まれ得る粘着剤層の厚みは、用途に応じて、任意の適切な
厚みを採用し得る。アプリケーションテープに含まれ得る粘着剤層の厚みは、好ましくは
０．５μｍ～５００μｍであり、より好ましくは１μｍ～２５０μｍであり、さらに好ま
しくは５μｍ～１５０μｍであり、特に好ましくは１０μｍ～５０μｍである。アプリケ
ーションテープに含まれ得る粘着剤層の厚みを上記範囲内に調整すれば、防汚層の表面を
傷めることなく綺麗に被着体に貼り付けることができる、水生生物付着防止粘着テープを
提供することができる。
【００２７】
　アプリケーションテープに含まれ得る粘着剤層の材料としては、用途に応じて、任意の
適切な材料を採用し得る。例えば、このような材料としては、例えば、アクリル系粘着剤
、合成ゴム系粘着剤、ゴム系粘着剤、シリコーン系粘着剤等が挙げられる。アプリケーシ
ョンテープに含まれ得る粘着剤層の材料としては、透明性、耐熱性などの観点からは、（
メタ）アクリル系ポリマーをベースポリマーとするアクリル系粘着剤を使用することが好
ましい。
【００２８】
　アクリル系粘着剤の原料としては、炭素数１～１４であるアルキル基を有する（メタ）
アクリル系モノマーを構成成分として含有することが好ましい。このような（メタ）アク
リル系モノマーを使用すれば、アプリケーションテープの取り扱い性が一層容易となり得
る。このような（メタ）アクリル系モノマーは、１種のみ用いても良いし、２種以上を併
用しても良い。
【００２９】
　なお、本発明において、「（メタ）アクリル」とは、アクリルおよび／またはメタクリ
ルを意味し、「（メタ）アクリレート」とは、アクリレートおよび／またはメタクリレー
トを意味する。
【００３０】
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　アクリル系粘着剤の原料として用い得る炭素数１～１４であるアルキル基を有する（メ
タ）アクリル系モノマーの中でも、炭素数４～１４であるアルキル基を有する（メタ）ア
クリル系モノマーがより好ましい。
【００３１】
　炭素数１～１４であるアルキル基を有する（メタ）アクリル系モノマーとしては、例え
ば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）ア
クリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、へキ
シル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（
メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレ
ート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、イソデシル
（メタ）アクリレート、ｎ－ドデシル（メタ）アクリレート、ｎ－トリデシル（メタ）ア
クリレート、ｎ－テトラデシル（メタ）アクリレートなどが好適に用いられる。これらの
（メタ）アクリル系モノマーの中でも、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘ
キシル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレートが好ましい。
【００３２】
　アクリル系粘着剤の原料であるモノマー成分中の、炭素数１～１４であるアルキル基を
有する（メタ）アクリル系モノマーの含有割合は、５０重量％以上が好ましく、６０重量
％～１００重量％がより好ましく、７０重量％～９８重量％がさらに好ましい。
【００３３】
　アクリル系粘着剤の原料であるモノマー成分としては、炭素数１～１４であるアルキル
基を有する（メタ）アクリル系モノマー以外に、本発明の効果を損なわない範囲で、任意
の適切なその他の重合性モノマーを採用し得る。このようなその他の重合性モノマーは、
１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。アクリル系粘着剤の原料であるモ
ノマー成分中の、その他の重合性モノマーの含有割合は、５０重量％以下が好ましく、０
重量％～４０重量％がより好ましく、０重量％～３０重量％がさらに好ましい。
【００３４】
　その他の重合性モノマーとしては、例えば、スルホン酸基含有モノマー、リン酸基含有
モノマー、シアノ基含有モノマー、ビニルエステルモノマー、芳香族ビニルモノマーなど
の凝集力・耐熱性向上成分や、ヒドロキシル基含有モノマー、カルボキシル基含有モノマ
ー、酸無水物基含有モノマー、アミド基含有モノマー、アミノ基含有モノマー、エポキシ
基含有モノマー、Ｎ－アクリロイルモルホリン、ビニルエーテルモノマー等、架橋化基点
として働く官能基を有するモノマー成分を適宜用いることができる。
【００３５】
　ヒドロキシル基含有モノマーとしては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４―ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル
（メタ）アクリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒドロキ
シラウリル（メタ）アクリレート、（４－ヒドロキシメチルシクロへキシル）メチルアク
リレート、Ｎ－メチロ－ル（メタ）アクリルアミド、ビニルアルコール、アリルアルコー
ル、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、ジエ
チレングリコールモノビニルエーテルなどが挙げられる。
【００３６】
　スルホン酸基含有モノマーとしては、例えば、スチレンスルホン酸、アリルスルホン酸
、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミ
ドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオ
キシナフタレンスルホン酸などが挙げられる。
【００３７】
　リン酸基含有モノマーとしては、例えば、２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェ
ートが挙げられる。
【００３８】
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　シアノ基含有モノマーとしては、例えば、アクリロニトリルなどが挙げられる。
【００３９】
　ビニルエステルモノマーとしては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ラウリ
ン酸ビニルなどが挙げられる。
【００４０】
　芳香族ビニルモノマーとしては、例えば、スチレン、クロロスチレン、クロロメチルス
チレン、α－メチルスチレンなどが挙げられる。
【００４１】
　カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、カルボキシエチ
ル（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（メタ）アクリレート、イタコン酸、マレ
イン酸、フマル酸、クロトン酸などが挙げられる。
【００４２】
　酸無水物基含有モノマーとしては、例えば、無水マレイン酸、無水イタコン酸などが挙
げられる。
【００４３】
　アミド基含有モノマーとしては、例えば、アクリルアミド、ジエチルアクリルアミドな
どが挙げられる。
【００４４】
　アミノ基含有モノマーとしては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アク
リレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００４５】
　エポキシ基含有モノマーとしては、例えば、グリシジル（メタ）アクリレート、アリル
グリシジルエーテルなどが挙げられる。
【００４６】
　ビニルエーテルモノマーとしては、例えば、メチルビニルエーテル、エチルビニルエー
テル、イソブチルビニルエーテルなどが挙げられる。
【００４７】
　（メタ）アクリル系ポリマーは、重量平均分子量が、好ましくは１０万～５００万であ
り、より好ましくは２０万～４００万であり、さらに好ましくは３０万～３００万である
。重量平均分子量が１０万より小さい場合は、被着体（防汚層）への濡れ性の向上により
、剥離時の粘着力が大きくなるため、剥離工程（再剥離）での被着体（防汚層）損傷の原
因になるおそれがあり、また、粘着剤層の凝集力が小さくなることにより糊残りを生じる
傾向がある。一方、重量平均分子量が５００万を超える場合は、ポリマーの流動性が低下
し、被着体（防汚層）への濡れが不十分となり、被着体（防汚層）と粘着剤層との間に発
生するフクレの原因となる傾向がある。なお、重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミ
エーション・クロマトグラフィー）により測定して得られたものをいう。
【００４８】
　粘着性能のバランスが取りやすい理由から、（メタ）アクリル系ポリマーのガラス転移
温度（Ｔｇ）は、０℃以下（通常－１００℃以上）が好ましく、－１０℃以下がより好ま
しく、－２０℃以下がさらに好ましく、－３０℃以下がさらに好ましい。ガラス転移温度
が０℃より高い場合、ポリマーが流動しにくく、被着体（防汚層）への濡れが不十分とな
り、被着体（防汚層）と粘着剤層との間に発生するフクレの原因となるおそれがある。な
お、（メタ）アクリル系ポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、用いるモノマー成分や組
成比を適宜変えることにより上記範囲内に調整することができる。
【００４９】
　（メタ）アクリル系ポリマーの重合方法としては、任意の適切な重合方法を採用し得る
。このような重合方法としては、例えば、溶液重合、乳化重合、塊状重合、懸濁重合など
が挙げられる。このような重合方法の中でも、作業性等の観点から、溶液重合がより好ま
しい。また、得られるポリマーの構造は、ホモポリマー、ランダムコポリマー、ブロック
コポリマーなどいずれでもよい。
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【００５０】
　アプリケーションテープに含まれ得る粘着剤層は、（メタ）アクリル系ポリマーの構成
単位、構成比率、架橋剤の選択および配合比率等を適宜調節して、（メタ）アクリル系ポ
リマーを適宜架橋することにより、耐熱性にすぐれたものとなる。
【００５１】
　架橋剤としては、例えば、イソシアネート化合物、エポキシ化合物、メラミン系樹脂、
アジリジン誘導体、金属キレート化合物などが挙げられる。これらの架橋剤の中でも、適
度な凝集力を得る観点から、イソシアネート化合物やエポキシ化合物が好ましい。これら
の架橋剤は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５２】
　イソシアネート化合物としては、例えば、ブチレンジイソシアネート、ヘキサメチレン
ジイソシアネートなどの低級脂肪族ポリイソシアネート類、シクロペンチレンジイソシア
ネート、シクロへキシレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネートなどの脂環族
イソシアネート類、２，４－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジ
イソシアネート、キシリレンジイソシアネートなどの芳香族イソシアネート類、トリメチ
ロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コロネートＬ、日本ポ
リウレタン工業社製）、トリメチロールプロパン／へキサメチレンジイソシアネート３量
体付加物（商品名コロネートＨＬ、日本ポリウレタン工業社製）、ヘキサメチレンジイソ
シアネートのイソシアヌレート体（商品名コロネートＨＸ、日本ポリウレタン工業社製）
などのイソシアネート付加物などがあげられる。イソシアネート化合物は、１種のみ用い
ても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５３】
　エポキシ化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシ
レンジアミン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ、三菱瓦斯化学社製）、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－
ジグリシジルアミノメチル）シクロへキサン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ、三菱瓦斯化学社
製）などが挙げられる。エポキシ化合物は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用し
ても良い。
【００５４】
　メラミン系樹脂としては、例えば、ヘキサメチロールメラミンなどが挙げられる。メラ
ミン系樹脂は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５５】
　アジリジン誘導体としては、例えば、市販品としての商品名ＨＤＵ（相互薬工社製）、
商品名ＴＡＺＭ（相互薬工社製）、商品名ＴＡＺＯ（相互薬工社製）などが挙げられる。
アジリジン誘導体は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５６】
　金属キレート化合物としては、例えば、金属成分としてアルミニウム、鉄、スズ、チタ
ン、ニッケルなど、キレート成分としてアセチレン、アセト酢酸メチル、乳酸エチルなど
が挙げられる。金属キレート化合物は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても
良い。
【００５７】
　架橋剤として、一分子中に放射線反応性不飽和結合を２個以上有す多官能モノマーを配
合することができる。このような場合には、放射線などを照射することにより（メタ）ア
クリル系ポリマーを架橋させる。一分子中に放射線反応性不飽和結合を２個以上有する多
官能モノマーとしては、例えば、ビニル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル
ベンジル基などの放射線の照射で架橋処理（硬化）することができる１種または２種以上
の放射線反応性を２個以上有す多官能モノマーが挙げられる。また、このような多官能モ
ノマーとしては、一般的には、放射線反応性不飽和結合が１０個以下のものが好適に用い
られる。このような多官能モノマーは、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても
良い。
【００５８】
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　多官能モノマーの具体例としては、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、１，６へキサンジオ
ールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペン
タエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）ア
クリレート、ジビニルベンゼン、Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミドなどが挙げられ
る。
【００５９】
　架橋剤の含有割合は、（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部(固形分)に対し、好ま
しくは１重量部～３０重量部であり、より好ましくは２重量部～２５重量部である。上記
含有割合が１重量部よりも少ない場合、架橋剤による架橋形成が不十分となり、粘着剤層
の凝集力が小さくなって、十分な耐熱性が得られないおそれがあり、また糊残りの原因と
なるおそれがある。一方、含有割合が３０重量部を超える場合、粘着剤層の凝集力が大き
く、流動性が低下し、被着体である薄層基材に対して、濡れが不十分となって、被着体（
防汚層）と粘着剤層との間に発生するフクレの原因となるおそれがある。
【００６０】
　放射線としては、例えば、紫外線、レーザー線、α線、β線、γ線、Ｘ線、電子線など
が挙げられる。これらの放射線の中でも、制御性および取り扱い性の良さ、コストの点か
ら、好ましくは紫外線であり、より好ましくは、波長２００ｎｍ～４００ｎｍの紫外線で
ある。紫外線は、高圧水銀灯、マイクロ波励起型ランプ、ケミカルランプなどの任意の適
切な光源を用いて照射することができる。なお、放射線として紫外線を用いる場合には、
アクリル系粘着剤に光重合開始剤を配合することが好ましい。
【００６１】
　光重合開始剤としては、放射線反応性成分の種類に応じ、その重合反応の引金となり得
る適当な波長の紫外線を照射することによりラジカルもしくはカチオンを生成する物質で
あれば、任意の適切な光重合開始剤を採用し得る。このような光重合開始剤としては、例
えば、光ラジカル重合開始剤、光カチオン重合開始剤などが挙げられる。光重合開始剤は
、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。光重合開始剤の使用量は、（メ
タ）アクリル系ポリマー１００重量部(固形分)に対し、好ましくは０．１重量部～１０重
量部であり、より好ましくは０．２重量部～７重量部である。
【００６２】
　光ラジカル重合開始剤として、例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベン
ゾインエチルエーテル、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル－ｐ－ベンゾインエチルエーテル
、ベンゾインイソプロピルエーテル、α－メチルベンゾイン等のベンゾイン類、ベンジル
ジメチルケタール、トリクロルアセトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、１
－ヒドロキシシクロへキシルフェニルケトン等のアセトフェノン類、２－ヒドロキシ－２
－メチルプロピオフェノン、２－ヒドロキシ－４’－イソプロピル－２－メチルプロピオ
フェノン等のプロピオフェノン類、ベンゾフェノン、メチルベンゾフェノン、ｐ－クロル
ベンゾフェノン、ｐ－ジメチルアミノベンゾフェノン等のベンゾフェノン類、２－クロル
チオキサントン、２－エチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン等のチオ
キサントン類、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサ
イド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）－（エトキシ）－フェニルホスフィンオキサイド等のアシル
ホスフィンオキサイド類、ベンジル、ジベンゾスベロン、α－アシルオキシムエステルな
どが挙げられる。
【００６３】
　光カチオン重合開始剤として、例えば、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ヨードニウム塩
、芳香族スルホニウム塩等のオニウム塩や、鉄－アレン錯体、チタノセン錯体、アリール
シラノール－アルミニウム錯体などの有機金属錯体類、ニトロベンジルエステル、スルホ
ン酸誘導体、リン酸エステル、リン酸エステル、フェノールスルホン酸エステル、ジアゾ
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ナフトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドスルホナートなどが挙げられる。
【００６４】
　アミン類などの光開始重合助剤を重合開始剤と併用することも可能である。光開始重合
助剤としては、例えば、２－ジメチルアミノエチルベンゾエート、ジメチルアミノアセト
フェノン、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イ
ソアミルエステルなどが挙げられる。このような光開始重合助剤は、１種のみ用いても良
いし、２種以上を併用しても良い。光開始重合助剤の使用量は、（メタ）アクリル系ポリ
マー１００重量部(固形分)に対し、好ましくは０．０５重量部～１０重量部であり、より
好ましくは０．１重量部～７重量部である。
【００６５】
　光重合開始剤を使用した場合、光照射することにより、粘着剤層を得ることができる。
通常、波長３００ｎｍ～４００ｎｍにおける照度が１ｍＷ／ｃｍ２～２００ｍＷ／ｃｍ２

である紫外線を、光量４００ｍＪ／ｃｍ２～４０００ｍＪ／ｃｍ２程度照射して光重合さ
せることにより粘着剤層を得ることができる。
【００６６】
　アプリケーションテープに含まれ得る粘着剤層の材料には、その他の添加剤が含有され
ていても良い。このようなその他の添加剤としては、例えば、着色剤、顔料などの粉体、
界面活性剤、可塑剤、粘着性付与剤、低分子量ポリマー、表面潤滑剤、レベリング剤、酸
化防止剤、腐食防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止剤、シランカップリング剤、
無機または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物などが挙げられる。このようなその他
の添加剤は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００６７】
　アプリケーションテープが支持体のみからなる場合は、支持体をそのままアプリケーシ
ョンテープとして用い得る。アプリケーションテープが支持体とともに粘着剤層を有する
場合、アプリケーションテープは、支持体上に粘着剤層を形成して得られる。
【００６８】
　支持体上に粘着剤層を形成する方法は、任意の適切な方法を採用し得る。このような方
法としては、例えば、粘着剤層の形成材料を支持体上に塗布し、重合溶剤等を乾燥除去し
て、粘着剤層を支持体上に形成する方法が挙げられる。その後、粘着剤層の成分移行の調
整や架橋反応の調整などを目的として養生を行っても良い。また、粘着剤層の形成材料を
支持体上に塗布する際には、支持体上に均一に塗布できるよう、粘着剤層の形成材料中に
重合溶剤以外の一種以上の溶剤を新たに加えても良い。
【００６９】
　塗布の方法としては、任意の適切な方法を採用し得る。このような方法としては、例え
ば、ロールコート法、グラビアコート法、リバースコート法、ロールブラッシュ法、スプ
レーコート法、エアーナイフコート法などが挙げられる。
【００７０】
＜防汚層＞
　防汚層としては、本発明の効果を発現できる層であれば、任意の適切な層を採用し得る
。防汚層としては、好ましくは、防汚塗料を用いることなく防汚効果を発現できる層であ
り、好ましくは、防汚効果を有する任意の適切な樹脂を含む。このような樹脂としては、
好ましくは、シリコーン樹脂が挙げられる。
【００７１】
　防汚層がシリコーン樹脂を含む場合、防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合は、防汚剤
などの他の成分の含有割合によって、任意の適切な含有割合を採用し得る。防汚層がシリ
コーン樹脂を含む場合、防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合は、好ましくは３０重量％
～９８重量％、より好ましくは４０重量％～９７重量％、さらに好ましくは４５重量％～
９６重量％、特に好ましくは５０重量％～９５重量％である。防汚層中のシリコーン樹脂
の含有割合が上記範囲内に収まることにより、防汚層の防汚効果が十分に発現できるとと
もに、防汚層の機械的特性が十分に発現できる。防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合が
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３０重量％未満の場合、防汚層の機械的特性が低下するおそれがある。防汚層中のシリコ
ーン樹脂の含有割合が９８重量％を超える場合、防汚層の防汚効果が十分に発現できない
おそれがある。
【００７２】
　シリコーン樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切なシリコーン
樹脂を採用し得る。シリコーン樹脂は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても
良い。このようなシリコーン樹脂としては、常温で液状のシリコーン樹脂であっても良い
し、常温で固体状のシリコーン樹脂であっても良い。また、このようなシリコーン樹脂と
しては、縮合型のシリコーン樹脂であっても良いし、付加型のシリコーン樹脂であっても
良い。また、このようなシリコーン樹脂としては、単独で乾燥させる１液型のシリコーン
樹脂であっても良いし、硬化剤を配合する２液型のシリコーン樹脂であっても良い。本発
明においては、これらの中でも、１液型の室温硬化性（ＲＴＶ）樹脂、２液型の室温硬化
性（ＲＴＶ）樹脂が好ましい。１液型のＲＴＶ樹脂としては、例えば、信越化学工業（株
）製のＫＥ－３４７５、ＫＥ－４５Ｓ、ＫＥ－４４５、ＫＥ－４４、ＫＥ－４４１、ＫＥ
－３４９７、ＫＥ－４８９６などが挙げられる。２液型のＲＴＶ樹脂としては、例えば、
信越化学工業（株）製のＫＥ－１０６、ＫＥ－６６、ＫＥ－１０３１、ＫＥ－１８００な
どが挙げられる。
【００７３】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープにおける水生生物の易除去性を向上させるために
、シリコーン樹脂としては、水洗除去時の水圧などによって樹脂表面が弾性変形すること
により付着物の剥離が容易になるような物性を有するシリコーン樹脂が好ましい。このよ
うなシリコーン樹脂は、該シリコーン樹脂の１００％モジュラス（引張応力）が、好まし
くは０．１ＭＰａ～１０ＭＰａ、より好ましくは０．１ＭＰａ～６ＭＰａである。また、
このようなシリコーン樹脂は、有機溶剤に可溶であるものが好ましい。
【００７４】
　防汚層は、防汚剤を含んでいても良い。防汚剤は、１種のみであっても良いし、２種以
上であっても良い。防汚層が防汚剤を含む場合、該防汚剤は、マトリックスであるシリコ
ーン樹脂の表面に移行し、表面を防汚物質で覆うことによって、水生生物のシリコーン樹
脂表面への付着を抑制し、さらに非加水分解性であることから、高い防汚効果を長期間維
持する作用を発現することができる。
【００７５】
　防汚層が防汚剤を含む場合、防汚層中、シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合は、
好ましくは２重量％以上、より好ましくは２重量％～２００重量％、さらに好ましくは３
重量％～１５０重量％、特に好ましくは４重量％～１２０重量％、最も好ましくは５重量
％～１００重量％である。シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合が上記範囲内に収ま
ることにより、防汚層の防汚効果が十分に発現できるとともに、防汚層の外観特性や機械
的特性が十分に発現できる。シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合が２重量％未満の
場合、防汚層の防汚効果が十分に発現できないおそれがある。シリコーン樹脂に対する防
汚剤の含有割合が２００重量％を超える場合、最終成形品や被膜の外観が不良となるおそ
れがあり、また、防汚層の強度が低下して防汚性を持続できなくなるおそれがある。
【００７６】
　防汚剤としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な防汚剤を採用し得る
。このような防汚剤としては、例えば、シリコーンオイル、流動パラフィン、界面活性剤
、ワックス、ペトロラタム、動物脂類、脂肪酸などが挙げられる。本発明においては、防
汚剤としては、好ましくは、シリコーンオイル、流動パラフィン、界面活性剤から選ばれ
る少なくとも１種である。
【００７７】
　シリコーンオイルとしては、シリコーン樹脂との反応性や自己縮合性を有さないものが
好ましい。このようなシリコーンオイルとしては、本発明の効果を損なわない範囲で、任
意の適切なシリコーンオイルを採用し得る。このようなシリコーンオイルとしては、シリ
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コーン樹脂に含まれるオルガノポリシロキサンとある程度不相溶であるものが好ましく、
長期間にわたって防汚効果を持続できる点で、例えば、一般式（Ｉ）で表されるシリコー
ンオイルが好ましい。
【００７８】
【化１】

【００７９】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ１は、同一または異なって、炭素数１～１０のアルキル基、アリー
ル基、アラルキル基、フルオロアルキル基、ポリエーテル基、または水酸基を表し、Ｒ２

は、同一または異なって、炭素数１～１０のアルキル基、アリール基、アラルキル基、ポ
リエーテル基、フルオロアルキル基を表し、ｎは０～１５０の整数を表す。
【００８０】
　一般式（Ｉ）中のＲ１としては、好ましくは、メチル基、フェニル基、水酸基である。
一般式（Ｉ）中のＲ２としては、好ましくは、メチル基、フェニル基、４－トリフルオロ
ブチル基である。
【００８１】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルは、数平均分子量が、好ましくは１８０～２
００００、より好ましくは１０００～１００００である。
【００８２】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルは、粘度が、好ましくは１０センチストーク
ス～１００００センチストークス、より好ましくは１００センチストークス～５０００セ
ンチストークスである。
【００８３】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルとしては、具体的には、例えば、両末端また
は片末端のＲ１が水酸基である末端水酸基含有ジメチルシリコーンオイル、Ｒ１およびＲ
２の全てがメチル基であるジメチルシリコーンオイル、これらのジメチルシリコーンオイ
ルのメチル基の一部がフェニル基に置換されたフェニルメチルシリコーンオイルなどが挙
げられる。
【００８４】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルの市販品としては、例えば、信越化学工業（
株）製のＫＦ９６Ｌ、ＫＦ９６、ＫＦ６９、ＫＦ９９、ＫＦ５０、ＫＦ５４、ＫＦ４１０
、ＫＦ４１２、ＫＦ４１４、ＦＬ、東レダウコーニング株式会社製のＢＹ１６－８４６、
ＳＦ８４１６、ＳＨ２００、ＳＨ２０３、ＳＨ２３０、ＳＦ８４１９、ＦＳ１２６５、Ｓ
Ｈ５１０、ＳＨ５５０、ＳＨ７１０、ＦＺ－２１１０、ＦＺ－２２０３が挙げられる。
【００８５】
　界面活性剤としては、例えば、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤、ノニオ
ン系界面活性剤などが挙げられる。
【００８６】
　防汚剤として、珪藻付着防止剤、農薬、医薬品（メデトミジンなど）、酵素活性阻害剤
（アルキルフェノール、アルキルレゾルシノールなど）、生物忌避剤を用いても良い。こ
れらの防汚剤を用いることにより、珪藻やフジツボなどの水生生物の付着防止効果がより
一層向上する。
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【００８７】
　防汚層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の添加剤を含んでいても
良い。
【００８８】
　防汚層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境などによって
、任意の適切な厚みを採用し得る。防汚層の厚みは、好ましくは５μｍ～５００μｍであ
る。防汚層の厚みが上記範囲内に収まることにより、防汚効果が十分に長く有効に働くと
ともに、ハンドリング性に優れ、テープのつなぎ目部分の凹凸が小さく、汚れが付きにく
い。防汚層の厚みが５μｍより薄いと、防汚効果が有効に働く期間が短くなり、実用的で
はなくなるおそれがある。防汚層の厚みが５００μｍより厚いと、本発明の水生生物付着
防止粘着テープが分厚くなって重量が大きくなるため、ハンドリング性が悪くなり、テー
プのつなぎ目部分の凹凸が大きくなり、汚れが付きやすいおそれがある。
【００８９】
＜基材層＞
　基材層としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な材料からなる基材層
を採用し得る。このような基材層としては、好ましくは、エラストマー樹脂を含む。エラ
ストマー樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲で任意の適切なエラストマー樹脂
を採用し得る。このようなエラストマー樹脂としては、例えば、加硫ゴム、熱可塑性エラ
ストマーなどが挙げられる。熱可塑性エラストマーとしては、例えば、スチレン系エラス
トマー、オレフィン系エラストマー、塩ビ系エラストマー、ウレタン系エラストマー、エ
ステル系エラストマー、アミド系エラストマーなどが挙げられる。基材層がエラストマー
樹脂を含む場合、基材層中のエラストマー樹脂の含有割合は、好ましくは５０重量％以上
であり、より好ましくは６０重量％～１００重量％であり、さらに好ましくは７０重量％
～９９重量％であり、特に好ましくは８０重量％～９８重量％であり、最も好ましくは９
０重量％～９７重量％である。
【００９０】
　基材層がエラストマー樹脂を含む場合、基材層中のエラストマー樹脂は、１種のみであ
っても良いし、２種以上であっても良い。基材層がエラストマー樹脂を含むことにより、
より耐衝撃性に優れ、衝突物による防汚層の破損や欠落を防止できる、水生生物付着防止
粘着テープを提供することができる。
【００９１】
　基材層がエラストマー樹脂を含む場合、該エラストマー樹脂としては、好ましくは、ウ
レタン系エラストマー、スチレン系エラストマーが挙げられ、より好ましくは、ウレタン
系エラストマーである。エラストマー樹脂としてウレタン系エラストマーを採用すること
により、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、より一層耐衝撃性に優れ、衝突物によ
る防汚層の破損や欠落をより効果的に防止できる。
【００９２】
　ウレタン系エラストマーとしては、好ましくは、ポリウレタンアクリル樹脂、ポリウレ
タン樹脂から選ばれる少なくとも１種である。ポリウレタン樹脂としては、例えば、エス
テル系ポリウレタン、エーテル系ポリウレタン、カーボネート系ポリウレタンなどが挙げ
られる。
【００９３】
　スチレン系エラストマーとしては、例えば、スチレン・ブタジエン共重合体（ＳＢ）、
スチレン・イソプレン共重合体（ＳＩ）、スチレン・エチレン－ブチレン共重合体（ＳＥ
Ｂ）、スチレン・エチレン－プロピレン共重合体（ＳＥＰ）などのＡ－Ｂ型ジブロックポ
リマー；スチレン・ブタジエン・スチレン共重合体（ＳＢＳ）、スチレン・イソプレン・
スチレン共重合体（ＳＩＳ）、スチレン・エチレン－ブチレン共重合体・スチレンの共重
合体（ＳＥＢＳ）、スチレン・エチレン－プロピレン共重合体・スチレン（ＳＥＰＳ）な
どのＡ－Ｂ－Ａ型トリブロックまたはＡ－Ｂ－Ａ－Ｂ型テトラブロック以上のマルチブロ
ックポリマー；スチレン・ブタジエンラバー共重合体（ＳＢＲ）などのスチレン系ランダ
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ム共重合体；スチレン・エチレン－ブチレン共重合体・オレフィン結晶（ＳＥＢＣ）など
のＡ－Ｂ－Ｃ型のスチレン・オレフィン結晶系ブロックポリマー；などが挙げられる。
【００９４】
　ポリウレタンアクリル樹脂は、アクリル成分とウレタン成分を有する。ポリウレタンア
クリル樹脂は、より具体的には、（メタ）アクリル系ポリマーとウレタンポリマーを含有
する複合ポリマーである。ポリウレタンアクリル樹脂中における（メタ）アクリル系ポリ
マーとウレタンポリマーとの重量比率は、好ましくは、（メタ）アクリル系ポリマー／ウ
レタンポリマー＝１／９９～８０／２０である。ポリウレタンアクリル樹脂中における（
メタ）アクリル系ポリマーとウレタンポリマーとの重量比率が上記範囲内に収まることに
より、前駆体混合物の粘度の上昇を抑制できて作業性を良好に維持できるとともに、ポリ
ウレタンアクリル樹脂に優れた柔軟性や優れた強度を付与できる。（メタ）アクリル系ポ
リマー／ウレタンポリマーが１／９９未満では、前駆体混合物の粘度が高くなり、作業性
が悪化するおそれがあり、８０／２０を超えると、ポリウレタンアクリル樹脂としての柔
軟性や強度が得られないおそれがある。
【００９５】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーは、（メタ）アクリル酸系
モノマーと単官能（メタ）アクリル系モノマーを含むモノマー成分を用いて得られるポリ
マーであることが好ましい。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー
は、特に、ホモポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以上の単官能（メタ）アクリル
系モノマーを含むモノマー成分を用いて得られるポリマーであることが好ましい。ポリウ
レタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーは、上記ホモポリマーのガラス転移
温度（Ｔｇ）が０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーに加えて、さらに、ホモポ
リマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーを含む
モノマー成分を用いて得られるポリマーであることがより好ましい。
【００９６】
　（メタ）アクリル酸系モノマーとは、カルボキシル基を有する（メタ）アクリル系モノ
マーである。（メタ）アクリル酸系モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル
酸、マレイン酸、クロトン酸等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、（メ
タ）アクリル酸系モノマーとしては、好ましくは、アクリル酸が挙げられる。
【００９７】
　ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アクリル酸系モノマ
ーの含有割合は、好ましくは１重量％～１５重量％であり、より好ましくは２重量％～１
０重量％である。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アク
リル酸系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより、ポリウレタンアクリル樹
脂の合成反応を円滑に進ませることができ、ポリウレタンアクリル樹脂に十分な強度と耐
水性を付与できる。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）ア
クリル酸系モノマーの含有割合が１重量％未満では、ポリウレタンアクリル樹脂の合成反
応に長時間を要するおそれや、ポリウレタンアクリル樹脂が十分な強度を有しないおそれ
がある。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アクリル酸系
モノマーの含有割合が１５重量％を超える場合には、ポリウレタンアクリル樹脂の吸水率
が大きくなり、耐水性に問題が生じるおそれがある。（メタ）アクリル酸系モノマーは、
ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタン成分とアクリル成分との相溶性に大きく影響する
ものである。
【００９８】
　Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、アクリロイル
モルホリン、イソボルニルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレート、ｔ－ブチル
アクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ラウリルアクリレート等が挙げられる。Ｔ
ｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーは、１種のみであっても良いし、２種
以上であっても良い。
【００９９】
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　Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、本発明の効果を一層発
現できる点で、好ましくは、アクリロイルモルホリン、イソボルニルアクリレート、ジシ
クロペンタニルアクリレートから選ばれる少なくとも１種であり、より好ましくは、イソ
ボルニルアクリレートが挙げられる。
【０１００】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分中
の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合は、好ましくは２０
重量％～９９重量％であり、より好ましくは３０重量％～９８重量％である。ポリウレタ
ンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０
℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより
、ポリウレタンアクリル樹脂に十分な強度を付与できるとともに、ポリウレタンアクリル
樹脂の剛性の上がり過ぎを抑制できる。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル
系ポリマーを構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モ
ノマーの含有割合が、２０重量％未満では、ポリウレタンアクリル樹脂が十分な強度を有
しないおそれがある。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーを構成
するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合
が、９９重量％を超えると、ポリウレタンアクリル樹脂の剛性が上がりすぎて脆くなるお
それがある。
【０１０１】
　Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、アクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸イソオクチル、アクリル酸イソブ
チル、２－メトキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルオロフリルアクリレート、フ
ェノキシエチルアクリレート、エトキシエチルアクリレート、３－メトキシブチルアクリ
レート等が挙げられる。Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーは、１種の
みであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１０２】
　Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、本発明の効果を一層発
現できる点で、好ましくは、アクリル酸ｎ－ブチルが挙げられる。
【０１０３】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分中
の、Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合は、好ましくは５０
重量％以下であり、より好ましくは４５重量％以下である。ポリウレタンアクリル樹脂中
の（メタ）アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃未満の単官能（
メタ）アクリル系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより、ポリウレタンア
クリル樹脂に十分な強度を付与できる。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル
系ポリマーを構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モ
ノマーの含有割合が、５０重量％を超える場合には、ポリウレタンアクリル樹脂が十分な
強度を有しないおそれがある。
【０１０４】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーの原料モノマーに含まれる
、（メタ）アクリル酸系モノマーや単官能（メタ）アクリル系モノマーなどの（メタ）ア
クリル系モノマーは、ウレタンとの相溶性、放射線等の光硬化時の重合性や、得られる高
分子量体の特性を考慮して、種類、組合せ、使用量等が適宜決定される。
【０１０５】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーの原料モノマーには、本発
明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他のモノマーが含まれていても良い。このよ
うな他のモノマーとしては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、スチレン、アク
リルアミド、メタクリルアミド、マレイン酸のモノまたはジエステル、その誘導体、Ｎ－
メチロールアクリルアミド、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、Ｎ，
Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルメタクリルア
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ミド、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ
－ジエチルアクリルアミド、イミドアクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン、オリゴエステ
ルアクリレート、ε－カプロラクトンアクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリ
レート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、メトキシ化シクロドデカトリエンア
クリレート、メトキシエチルアクリレート等が挙げられる。他のモノマーは、１種のみで
あっても良いし、２種以上であっても良い。他のモノマーの種類や使用量は、目的に応じ
て、適宜選択し得る。
【０１０６】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーの原料モノマーには、本発
明の効果を損なわない範囲で、他の多官能モノマーが含まれていても良い。このような多
官能モノマーとしては、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート、ウレタンアクリレート、エポキシアクリレート、ポリエステ
ルアクリレート等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、このような多官能
モノマーとしては、好ましくは、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレートが挙
げられる。
【０１０７】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマーの原料モノマーに他の多官
能モノマーが含まれている場合、その含有割合は、原料モノマー中の（メタ）アクリル系
モノマーに対して、好ましくは１重量％～２０重量％である。上記含有割合が１重量％以
上であれば、ポリウレタンアクリル樹脂の凝集力を十分に高く維持することができ、上記
含有割合が２０重量％以下であれば、ポリウレタンアクリル樹脂の弾性率が高くなりすぎ
ることがなく、耐衝撃性に優れ、被着体表面の凹凸に良好に追従することができる。
【０１０８】
　ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタンポリマーは、好ましくは、ジオールとジイソシ
アネートとを反応させて得られる。ジオールの水酸基とイソシアネートとの反応には、触
媒を用いても良い。
【０１０９】
　低分子量のジオールとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
プロピレングリコール、ブチレングリコール、ヘキサメチレングリコール等の２価のアル
コールが挙げられる。
【０１１０】
　高分子量のジオールとしては、例えば、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、
テトラヒドロフラン等を付加重合して得られるポリエーテルポリオール；上述の２価のア
ルコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール等のアルコールとアジピ
ン酸、アゼライン酸、セバチン酸等の２価の塩基酸との重縮合物からなるポリエステルポ
リオール；アクリルポリオール；カーボネートポリオール；エポキシポリオール；カプロ
ラクトンポリオール；等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、高分子量の
ジオールとしては、これらの中でも、好ましくは、ポリオキシテトラメチレングリコール
（ＰＴＭＧ）、ポリアルキレンカーボネートジオール（ＰＣＤ）が挙げられる。
【０１１１】
　アクリルポリオールとしては、水酸基を有するモノマーの共重合体の他、水酸基含有物
と（メタ）アクリル系モノマーとの共重合体等が挙げられる。
【０１１２】
　エポキシポリオールとしては、アミン変性エポキシ樹脂等が挙げられる。
【０１１３】
　ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタンポリマーを製造する際には、上記ジオールを、
（メタ）アクリル系モノマーへの溶解性、イソシアネートとの反応性等を考慮して、１種
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のみを用いても良いし、２種以上を用いても良い。ポリウレタンアクリル樹脂の強度を向
上させる場合には、低分子量ジオールによるウレタンハードセグメント量を増加させると
効果的である。ポリウレタンアクリル樹脂の伸びを重視する場合には、分子量の大きなジ
オールを単独で使用すると効果的である。ポリエーテルポリオールは、一般的に、安価で
耐水性が良好である。ポリエステルポリオールは、ポリウレタンアクリル樹脂の強度を向
上させることができる。
【０１１４】
　ジイソシアネートとしては、芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネート；これらのジ
イソシアネートの二量体、三量体；ポリフェニルメタンジイソシアネート；などが挙げら
れる。ジイソシアネートは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１１５】
　芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネ
ート、ジフェニルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、キシリレ
ンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート（ＨＸＤＩ）、イソホロンジイソ
シアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネ
ート、１，３－フェニレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、ブ
タン－１，４－ジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、シクロヘキサン－１，
４－ジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４，４－ジイソシアネート、１，３－
ビス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、メチルシクロヘキサンジイソシアネート
、ｍ－テトラメチルキシリレンジイソシアネート等が挙げられる。
【０１１６】
　芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネートの三量体としては、例えば、イソシアヌレ
ート型、ビューレット型、アロファネート型等が挙げられる。
【０１１７】
　本発明の効果を一層発現できる点で、ジイソシアネートとしては、好ましくは、ヘキサ
メチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、水添トリレンジイソシアネート（ＨＴＤＩ）、水
添４，４－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＨＭＤＩ）、イソホロンジイソシアネー
ト（ＩＰＤＩ）、水添キシレンジイソシアネート（ＨＸＤＩ）が挙げられる。
【０１１８】
　ウレタンポリマーを形成するためのジオール成分とジイソシアネート成分の使用割合は
、ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が、好ましくは１．１～２．０であり、より好ましくは１．１
５～１．３５である。ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が上記範囲内に収まることにより、ポリウ
レタンアクリル樹脂に優れた強度、十分な伸び、十分な柔軟性を付与できる。ＮＣＯ／Ｏ
Ｈ（当量比）が１．１未満の場合、ポリウレタンアクリル樹脂の強度が低下するおそれが
ある。ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が２．０を超えると、ポリウレタンアクリル樹脂の伸びと
柔軟性を十分に確保することができないおそれがある。
【０１１９】
　ウレタンポリマーに対して水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーを添加しても良い。
ウレタンポリマーに対して水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーを添加することにより
、ウレタンプレポリマーの分子末端に（メタ）アクリロイル基を導入することができ、（
メタ）アクリル系モノマーとの共重合性が付与され、ウレタン成分とアクリル成分との相
溶性が高まり、破断強度などのＳ－Ｓ特性の向上を図ることができる。本発明の効果を一
層発現できる点で、水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーの使用量は、ウレタンポリマ
ーに対して、好ましくは０．１重量％～１０重量％であり、より好ましくは１重量％～５
重量％である。
【０１２０】
　水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート、ヒドロキシへキシル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
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【０１２１】
　ポリウレタンアクリル樹脂は、好ましくは、（メタ）アクリル系ポリマーとウレタンポ
リマーとがグラフト構造や架橋構造により相互に結合したヘテロジニアスネットワーク構
造を有する。（メタ）アクリル系ポリマーとウレタンポリマーとが、それぞれ独自に架橋
構造をとるＩＰＮ構造（相互侵入高分子網目層）や、（メタ）アクリル系ポリマーとウレ
タンポリマーの一方が架橋構造を有し、他の一方がリニア構造の高分子鎖を有していて該
架橋構造の中に侵入しているようなｓｅｍｉ－ＩＰＮ構造の場合は、ポリウレタンアクリ
ル樹脂の伸張時の応力が発現しにくい場合がある。
【０１２２】
　基材層中に、エラストマー樹脂としてポリウレタンアクリル樹脂が含まれる場合、該基
材層は、例えば、（メタ）アクリル系モノマーを希釈剤として、この（メタ）アクリル系
モノマー中でジオールとジイソシアネートとの反応を行ってウレタンポリマーを形成し、
（メタ）アクリル系モノマーとウレタンポリマーとを主成分として含む混合物を基材（必
要に応じて剥離処理されている）等の上に塗布し、光重合開始剤の種類等に応じて、α線
、β線、γ線、中性子線、電子線等の電離性放射線や紫外線等の放射線、可視光等を照射
して硬化させ、その後、基材等を剥離除去することにより、基材層を形成することができ
る。あるいは、基材等を剥離除去せずに、基材等の上に基材層が積層された形態で得るこ
ともできる。
【０１２３】
　基材層中に、エラストマー樹脂としてポリウレタンアクリル樹脂が含まれる場合、該基
材層は、より具体的には、例えば、ジオールを（メタ）アクリル系モノマーに溶解させた
後、ジイソシアネート等を添加してジオールと反応させて粘度調整を行い、これを支持体
等に、あるいは、必要に応じて支持体等の剥離処理面に塗工した後、低圧水銀ランプ等を
用いて硬化させることによって得ることができる。この方法では、（メタ）アクリル系モ
ノマーをウレタン合成中に一度に添加してもよいし、何回かに分割して添加してもよい。
また、ジイソシアネートを（メタ）アクリル系モノマーに溶解させた後、ジオールを反応
させてもよい。この方法によれば、分子量が限定されるということはなく、高分子量のポ
リウレタンを生成することもできるので、最終的に得られるウレタンの分子量を任意の大
きさに設計することができる。酸素による重合阻害を避けるために、支持体等上に塗布し
た混合物の上に、剥離処理したシート（セパレータ等）をのせて酸素を遮断してもよいし
、不活性ガスを充填した容器内に基材を入れて、酸素濃度を下げてもよい。
【０１２４】
　放射線等の種類や照射に使用されるランプの種類等は適宜選択することができる。この
ようなランプとしては、例えば、蛍光ケミカルランプ、ブラックライト、殺菌ランプ等の
低圧ランプ；メタルハライドランプ、高圧水銀ランプ等の高圧ランプ；等が挙げられる。
【０１２５】
　紫外線などの照射量は、基材層の特性に応じて、任意に設定することができる。一般的
には、紫外線の照射量は、好ましくは１００ｍＪ／ｃｍ２～５０００ｍＪ／ｃｍ２であり
、より好ましくは１０００ｍＪ／ｃｍ２～４０００ｍＪ／ｃｍ２であり、さらに好ましく
は２０００ｍＪ／ｃｍ２～３０００ｍＪ／ｃｍ２である。紫外線の照射量を上記範囲内に
収めることにより、劣化させることなく十分な重合率が得られる。紫外線の照射量が１０
０ｍＪ／ｃｍ２より少ないと、十分な重合率が得られないおそれがあり、５０００ｍＪ／
ｃｍ２より大きいと、劣化の原因となるおそれがある。紫外線等を照射する際の温度は、
目的に応じて、任意の適切な温度に設定することができる。紫外線等を照射する際の温度
が高すぎると、重合熱による停止反応が起こり易くなり、特性低下の原因となりやすい。
このため、紫外線等を照射する際の温度は、好ましくは７０℃以下であり、より好ましく
は５０℃以下であり、さらに好ましくは３０℃以下である。
【０１２６】
　ポリウレタンアクリル樹脂を調製するにあたり、少なくともウレタンポリマーを含む混
合物（例えば、（メタ）アクリル系モノマーとウレタンポリマーとを主成分とする混合物



(19) JP 2014-169351 A 2014.9.18

10

20

30

40

50

）には、好ましくは光重合開始剤が含まれる。
【０１２７】
　光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソプロピル
エーテル等のベンゾインエーテル；アニソールメチルエーテル等の置換ベンゾインエーテ
ル；２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェ
ノン等の置換アセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシル　フェニル　ケトン、２－
メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン等の置換アルファーケトール；２－ナフタレン
スルフォニルクロライド等の芳香族スルフォニルクロライド；１－フェニル－１，１－プ
ロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）－オキシム等の光活性オキシム；などが
挙げられる。
【０１２８】
　基材層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な添加剤を含んでいても良い
。このような添加剤としては、例えば、オレフィン系樹脂、シリコーン系ポリマー、液状
アクリル系共重合体、粘着付与剤、老化防止剤、酸化防止剤、帯電防止剤、ポリエチレン
イミン、脂肪酸アミド、脂肪酸エステル、リン酸エステル、滑剤、界面活性剤、充填剤や
顔料（例えば、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、シリカ、酸化亜鉛、酸化チタン、カ
ーボンブラックなど）などが挙げられる。
【０１２９】
　基材層の厚みは、目的に応じて、任意の適切な厚みを採用し得る。基材層の厚みは、好
ましくは１μｍ～１０００μｍであり、より好ましくは１０μｍ～８００μｍであり、さ
らに好ましくは２０μｍ～５００μｍである。基材層の厚みを上記範囲内に収めることに
より、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、曲面や鋭角面など、平面以外の部位にも
容易に作業性良く貼着でき、貼着後の表面にしわや浮きなどの外観不良が生じ難い。
【０１３０】
　基材層には、防汚層との密着性を向上させるために、プライマーをあらかじめ塗工して
おいても良いし、シランカップリング剤をあらかじめ添加しておいても良い。防汚層がシ
リコーン樹脂を含む場合、シリコーン樹脂の特性である低表面エネルギーが原因で、基材
層への密着性が低い場合がある。防汚層と基材層の密着性が低いと、防汚効果を発揮する
防汚層が、使用中の衝撃や物理的ダメージによって基材層から剥離してしまい、本来の防
汚効果が持続できないおそれがある。そのため、基材層の表面にプライマーをあらかじめ
塗工して防汚層との密着性を高めたり、シリコーン樹脂と反応するシラノール基やアルコ
キシシラン基をシランカップリング剤によって基材層中に導入し、縮合型シリコーン樹脂
の塗工時に基材層上の反応基と縮合反応させて密着性を向上させたりすることができる。
【０１３１】
　シランカップリング剤は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。市販
されている具体的なシランカップリング剤としては、例えば、信越化学工業（株）製のＫ
ＢＭ５１０３、ＫＢＭ１００３、ＫＢＭ９０３、ＫＢＭ４０３、ＫＢＭ８０２などが挙げ
られる。
【０１３２】
　基材層にシランカップリング剤が含まれる場合、基材層中のシランカップリング剤の含
有割合は、好ましくは０．０１重量％～１０重量％である。基材層中のシランカップリン
グ剤の含有割合を上記範囲内に収めることにより、基材層が硬くなり過ぎることを抑制で
きるとともに、基材層と防汚層との間に十分な密着性が発現できる。基材層中のシランカ
ップリング剤の含有割合が１０重量％を超える場合、シランカップリング剤が架橋点とな
って基材層が硬くなってしまうおそれがある。基材層中のシランカップリング剤の含有割
合が０．０１重量％未満の場合、基材層と防汚層との間に十分な密着性が発現できないお
それがある。
【０１３３】
＜粘着層＞
　粘着層としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な粘着層を採用し得る
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。このような粘着層の材料としては、例えば、アクリル樹脂系粘着剤、エポキシ樹脂系粘
着剤、アミノ樹脂系粘着剤、ビニル樹脂（酢酸ビニル系重合体など）系粘着剤、硬化型ア
クリル樹脂系粘着剤、シリコーン樹脂系粘着剤などが挙げられる。粘着層の材料は、１種
のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１３４】
　粘着層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境などによって
、任意の適切な厚みを採用し得る。粘着層の厚みは、好ましくは１０μｍ以上である。粘
着層の厚みが上記範囲内に収まることにより、被着体の形状に十分に追従でき、接着面積
を十分に確保でき、十分な粘着力が発現できる。粘着層の厚みが１０μｍより薄いと、被
着体の形状に十分に追従できなくなり、接着面積が減少してしまい、十分な粘着力が発現
できないおそれがある。粘着層の厚みの上限は、取扱性の観点から、好ましくは３００μ
ｍ以下である。
【０１３５】
＜耐候剤＞
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、防汚層と基材層と粘着層から選ばれる少なく
とも１層が耐候剤を含んでいても良い。すなわち、本発明の水生生物付着防止粘着テープ
の形態としては、（１）防汚層が耐候剤を含み、基材層と粘着層が耐候剤を含まない場合
や、（２）基材層が耐候剤を含み、防汚層と粘着層が耐候剤を含まない場合や、（３）粘
着層が耐候剤を含み、防汚層と基材層とが耐候剤を含まない場合や、（４）防汚層と基材
層が耐候剤を含み、粘着層が耐候剤を含まない場合や、（５）防汚層と粘着層が耐候剤を
含み、基材層が耐候剤を含まない場合や、（５）基材層と粘着層が耐候剤を含み、防汚層
が耐候剤を含まない場合や、（６）防汚層と基材層と粘着層の全てが耐候剤を含む場合が
挙げられる。これらの形態の中でも、基材層が耐候剤を含む形態が好ましい。基材層が耐
候剤を含むことにより、本発明の水生生物付着防止粘着テープ自体の耐候性が向上し、野
外での使用において太陽光によって基材が劣化し難くなり、当初の基材強度を十分に維持
できる。一方、基材が劣化してしまうと、使用済みの本発明の水生生物付着防止粘着テー
プを被着体から剥がす際に、基材層が頻繁に切断してしまい、作業効率が著しく悪くなる
おそれがある。
【０１３６】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープ全体中の耐候剤の含有割合は、好ましくは０．０
１重量％～２０重量％であり、より好ましくは０．０５重量％～１０重量％であり、さら
に好ましくは０．１重量％～８重量％であり、特に好ましくは０．３重量％～５重量％で
ある。本発明の水生生物付着防止粘着テープ全体中の耐候剤の含有割合が上記範囲内に収
まることにより、本発明の水生生物付着防止粘着テープを被着体に貼着することにより、
紫外線等の暴露による被着体の変色や劣化を効果的に抑制できる。本発明の水生生物付着
防止粘着テープ全体中の耐候剤の含有割合が多過ぎると、水生生物付着防止粘着テープの
着色、基材物性の低下、耐候剤の移行による防汚性や粘着特性の変化のおそれがある。本
発明の水生生物付着防止粘着テープ全体中の耐候剤の含有割合が少な過ぎると、被着体の
紫外線による変色や劣化、水生生物付着防止粘着テープの紫外線による変色や劣化のおそ
れがある。
【０１３７】
　防汚層が耐候剤を含む場合、防汚層中の耐候剤の含有割合は、好ましくは０．０１重量
％～２０重量％であり、より好ましくは０．０５重量％～１０重量％であり、さらに好ま
しくは０．１重量％～８重量％であり、特に好ましくは０．３重量％～５重量％である。
防汚層中の耐候剤の含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水生生物付着防
止粘着テープを被着体に貼着することにより、紫外線等の暴露による被着体の変色や劣化
を効果的に抑制できる。防汚層中の耐候剤の含有割合が多過ぎると、防汚性の低下や硬化
不良のおそれがある。防汚層中の耐候剤の含有割合が少な過ぎると、被着体の紫外線によ
る変色や劣化、水生生物付着防止粘着テープの紫外線による変色や劣化のおそれがある。
【０１３８】
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　基材層が耐候剤を含む場合、基材層中の耐候剤の含有割合は、好ましくは０．０１重量
％～２０重量％であり、より好ましくは０．０５重量％～１０重量％であり、さらに好ま
しくは０．１重量％～８重量％であり、特に好ましくは０．３重量％～５重量％である。
基材層中の耐候剤の含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水生生物付着防
止粘着テープを被着体に貼着することにより、紫外線等の暴露による被着体の変色や劣化
を効果的に抑制できる。基材層中の耐候剤の含有割合が多過ぎると、基材物性の変化のお
それがある。基材層中の耐候剤の含有割合が少な過ぎると、被着体の紫外線による変色や
劣化、水生生物付着防止粘着テープの紫外線による変色や劣化のおそれがある。
【０１３９】
　粘着層が耐候剤を含む場合、粘着層中の耐候剤の含有割合は、好ましくは０．０１重量
％～２０重量％であり、より好ましくは０．０５重量％～１０重量％であり、さらに好ま
しくは０．１重量％～８重量％であり、特に好ましくは０．３重量％～５重量％である。
粘着層中の耐候剤の含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水生生物付着防
止粘着テープを被着体に貼着することにより、紫外線等の暴露による被着体の変色や劣化
を効果的に抑制できる。粘着層中の耐候剤の含有割合が多過ぎると、粘着特性の変化のお
それがある。粘着層中の耐候剤の含有割合が少な過ぎると、被着体の紫外線による変色や
劣化、水生生物付着防止粘着テープの紫外線による変色や劣化のおそれがある。
【０１４０】
　耐候剤としては、好ましくは、紫外線吸収剤および光安定剤から選ばれる少なくとも１
種である。これらの中でも、本発明の効果をより効果的に発現させるためには、紫外線吸
収剤、ヒンダードアミン系光安定剤がより好ましく、紫外線吸収剤が特に好ましい。耐候
剤は、１種のみを用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【０１４１】
　紫外線吸収剤としては、例えば、トリアゾール系紫外線吸収剤、トリアジン系紫外線吸
収剤、サリチル酸エステル系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、オキシベン
ゾフェノン系紫外線吸収剤、シアノアクリレート系紫外線吸収剤から選ばれる少なくとも
１種が挙げられる。これらの中でも、本発明において、紫外線吸収剤としては、トリアジ
ン系紫外線吸収剤、トリアゾール系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤から選
ばれる少なくとも１種が好ましい。紫外線吸収剤は、１種のみを用いても良いし、２種以
上を併用しても良い。
【０１４２】
　トリアゾール系紫外線吸収剤としては、例えば、２－（２´－ヒドロキシフェニル）ベ
ンゾトリアゾール類（例えば、２－（２´－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリア
ゾール、およびその５´－メチル誘導体、３´，５´－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル誘導体、５
´－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）誘導体、５－クロロ－３´，５´－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチル誘導体、５－クロロ－３´－ｔｅｒｔ－ブチル－５´－メチル誘導体、３
´－ｓｅｃ－ブチル－５´－ｔｅｒｔ－ブチル誘導体、４´－オクトキシ誘導体、３´，
５´－ジ－ｔｅｒｔ－アミル誘導体、３´，５´－ビス（α，α－ジメチルベンジル）誘
導体など）、２－（２－ヒドロキシ）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキ
シ－５－ビニルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－ア
クリルイルオキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－
メタクリルアミドメチル－５－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－
（２Ｈ－ベンゾトリアゾル－２－イル）－６－ドデシル－４－メチルフェノール、２－（
２Ｈ－ベンゾトリアゾル－２－イル）－４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェノール、２
－（２Ｈ－ベンゾトリアゾル－２－イル）－４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル
）フェノールなどが挙げられる。なお、トリアゾール系紫外線吸収剤は、ベンゾトリアゾ
ール系紫外線吸収剤と称されることもある。
【０１４３】
　トリアジン系紫外線吸収剤としては、１，３，５－トリアジン環を有する化合物が挙げ
られ、具体的には、例えば、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－
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イル）－５－［（へキシル）オキシ］－フェノールなどが挙げられる。
【０１４４】
　サリチル酸エステル系紫外線吸収剤としては、例えば、フェニル－２－アクリロイルオ
キシベンゾエ－ト、フェニル－２－アクロリイルオキシ－３－メチルベンゾエ－ト、フェ
ニル－２－アクリロイルオキシ－４－メチルベンゾエ－ト、フェニル－２－アクリロイル
オキシ－５－メチルベンゾエ－ト、フェニル－２－アクリロイルオキシ－３－メトキシベ
ンゾエ－ト、フェニル－２－ヒドロキシベンゾエ－ト、フェニル－２－ヒドロキシ－３－
メチルベンゾエ－ト、フェニル－２－ヒドロキシ－４－メチルベンゾエ－ト、フェニル－
２－ヒドロキシ－５－メチルベンゾエ－ト、フェニル－２－ヒドロキシ－３－メトキシベ
ンゾエ－トなどが挙げられる。
【０１４５】
　ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、オキシベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては、例え
ば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノ
ン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン－５－スルホン酸（無水及び三水塩）
、２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシベンゾフェノン、４－ドデシルオキシ－２－ヒド
ロキシベンゾフェノン、４－ベンジルオキシ－２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，２´
，４，４´－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，２´－ジヒドロキシ－４，４´－ジ
メトキシベンゾフェノンなどが挙げられる。
【０１４６】
　シアノアクリレート系紫外線吸収剤としては、例えば、アルキル－２－シアノアクリレ
ート、シクロアルキル－２－シアノアクリレート、アルコキシアルキル－２－シアノアク
リレート、アルケニル－２－シアノアクリレート、アルキニル－２－シアノアクリレート
などが挙げられる。
【０１４７】
　光安定剤としては、例えば、フェノール系光安定剤、リン系光安定剤、チオエーテル系
光安定剤、アミノエーテル系光安定剤、アミン系光安定剤から選ばれる少なくとも１種が
挙げられる。光安定剤としては、これらの中でも、本発明の効果をより効果的に発現させ
るためには、アミン系光安定剤が好ましく、ヒンダードアミン系光安定剤がより好ましい
。光安定剤は、１種のみを用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【０１４８】
　フェノール系光安定剤としては、例えば、２，６－ジ－第３級ブチル－４－メチルフェ
ノール、４－ヒドロキシメチル－２，６－ジ－第３級ブチルフェノール、２，６－ジ－第
３級ブチル－４－エチルフェノール、ブチル化ヒドロキシアニソール、ｎ－オクタデシル
－３－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－第３級ブチルフェニル）プロピオネート、ジステ
アリル－（４－ヒドロキシ－３－メチル－５－第３級ブチル）ベンジルマロネート、トコ
フェロール、２，２´－メチレンビス（４－メチル－６－第３級ブチルフェノール）、２
，２´－メチレンビス（４－エチル－６－第３級ブチルフェノール）、４，４´－メチレ
ンビス（２，６－ジ－第３級ブチルフェノール）、４，４´－ブチリデンビス（６－第３
級ブチル－ｍ－クレゾール）、４，４´－チオビス（６－第３級ブチル－ｍ－クレゾール
）、スチレン化フェノール、Ｎ，Ｎ´－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－第３級ブチル
－４－ヒドロキシヒドロシンナミド、ビス（３，５－ジ－第３級ブチル－４－ヒドロキシ
ベンジルホスホン酸エチルエステル）カルシウム、１，１，３－トリス（２－メチル－４
－ヒドロキシ－５－第３級ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，
６－トリス（３，５－ジ－第３級ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキ
ス［３－（３，５－ジ－第３級ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシメ
チル］メタン、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－第３級ブチル－４
－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２，２´－メチレンビス（４－メチル－６－
シクロヘキシルフェノール）、２，２´－メチレンビス［６－（１－メチルシクロヘキシ
ル）－ｐ－クレゾール］、１，３，５－トリス（４－第３級ブチル－３－ヒドロキシ－２
，６－ジメチルベンジル）イソシアヌル酸、１，３，５－トリス（３，５－ジ－第３級ブ
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チル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌル酸、トリエチレングリコール－ビス［３－
（３－第３級ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオネート］、２，２
´－オキサミドビス［エチル３－（３，５－ジ－第３級ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート］、６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－第３級ブチルアニリノ）－２
，４－ジオクチルチオ－１，３，５－トリアジン、ビス［２－第３級ブチル－４－メチル
－６－（２－ヒドロキシ－３－第３級ブチル－５－メチルベンジル）フェニル］テレフタ
レート、３，９－ビス｛２－［３－（３－第３級ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフ
ェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチルエチル｝－２，４，８，１０－テトラ
オキサスピロ［５．５］ウンデカン、３，９－ビス｛２－［３－（３，５－ジ－第３級ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチルエチル｝－２
，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５．５］ウンデカンなどが挙げられる。
【０１４９】
　リン系光安定剤としては、例えば、トリスノニルフェニルホスファイト、トリス（２，
４－ジ－第３級ブチルフェニル）ホスファイト、トリス〔２－第３級ブチル－４－（３－
第３級ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニルチオ）－５－メチルフェニル〕ホス
ファイト、トリデシルホスファイト、オクチルジフェニルホスファイト、ジ（デシル）モ
ノフェニルホスファイト、ジ（トリデシル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ジス
テアリルペンタエリスリトールジホスファイト、ジ(ノニルフェニル）ペンタエリスリト
ールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－第３級ブチルフェニル）ペンタエリスリトール
ジホスファイト、ビス（２，６－ジ－第３級ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリス
リトールジホスファイト、ビス（２，４，６－トリ－第３級ブチルフェニル）ペンタエリ
スリトールジホスファイト、テトラ（トリデシル）イソプロピリデンジフェノールジホス
ファイト、テトラ（トリデシル）－４，４´－ｎ－ブチリデンビス（２－第３級ブチル－
５－メチルフェノール) ジホスファイト、ヘキサ（トリデシル）－１，１，３－トリス（
２－メチル－４－ヒドロキシ－５－第３級ブチルフェニル）ブタントリホスファイト、テ
トラキス（２，４－ジ－第３級ブチルフェニル）ビフェニレンジホスホナイト、９，１０
－ジハイドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナンスレン－１０－オキサイド、トリス
（２－〔（２，４，８，１０－テトラキス－第３級ブチルジベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１，３，
２〕ジオキサホスフェピン－６－イル）オキシ〕エチル）アミンなどが挙げられる。
【０１５０】
　チオエーテル系光安定剤としては、例えば、チオジプロピオン酸ジラウリル、ジミリス
チル、ジステアリル等のジアルキルチオジプロピオネート化合物；テトラキス〔メチレン
（３－ドデシルチオ）プロピオネート〕メタン等のポリオールのβ－アルキルメルカプト
プロピオン酸エステル化合物；などが挙げられる。
【０１５１】
　アミノエーテル系光安定剤としては、例えば、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－
４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジ
ル）セバケート、ビス（１－メトキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
）セバケート、ビス（１－エトキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）
セバケート、ビス（１－プロポキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）
セバケート、ビス（１－ブトキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セ
バケート、ビス（１－ペンチロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）
セバケート、ビス（１－ヘキシロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
）セバケート、ビス（１－ヘプチロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ
ル）セバケート、ビス（１－オクトキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ
ル）セバケート、ビス（１－ノニロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ
ル）セバケート、ビス（１－デカニロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリ
ジル）セバケート、ビス（１－ドデシロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペ
リジル）セバケートなどが挙げられる。
【０１５２】
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　アミン系光安定剤としては、例えば、コハク酸ジメチルと１－（２－ヒドロキシエチル
）－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンエタノールの重縮合物、
Ｎ，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’’－テトラキス－（４，６－ビス－（ブチル－（Ｎ－メチル－
２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）アミノ）－トリアジン－２－イル
)－４，７－ジアザデカン－１，１０－ジアミン、ジブチルアミン・１，３，５－トリア
ジン・Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル－１，６－ヘキ
サメチレンジアミン）とＮ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ブチル
アミンの重縮合物、ポリ［｛６－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）アミノ－１，
３，５－トリアジン－２，４－ジイル｝｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリ
ジル）イミノ｝ヘキサメチレン｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イ
ミノ｝］、テトラキス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－１，２，３
，４－ブタンテトラカルボキシレート、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
ベンゾエート、ビス－（１，２，６，６－ペンタメチル－４－ペピリジル）－２－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロネート、ビス－（
Ｎ－メチル－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、１，１’－
（１，２－エタンジイル）ビス（３，３，５，５－テトラメチルピペラジノン）、（ミッ
クスト２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル／トリデシル）－１，２，３，４
－ブタンテトラカルボキシレート、（ミックスト１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジル／トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ミック
スト［２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル／β，β，β’，β’－テトラメ
チル－３，９－［２，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，５）ウンデカン］ジエチ
ル］－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ミックスト［１，２，２，６，
６－ペンタメチル－４－ピペリジル／β，β，β’，β’－テトラメチル－３，９－［２
，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，５）ウンデカン］ジエチル］－１，２，３，
４－ブタンテトラカルボキシレート、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジ
アミン－２，４－ビス［Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピ
ペリジル）アミノ］－６－クロロ－１，３，５－トリアジン縮合物、ポリ［６－Ｎ－モル
ホリル－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイル］［（２，２，６，６－テトラメチル
－４－ピペリジル）イミノ］ヘキサメチレン［（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピ
ペリジル）イミド］、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
）ヘキサメチレンジアミンと１，２－ジブロモエタンとの縮合物、Ｎ－（２，２，６，６
－テトラメチル－４－ピペリジル）－２－メチルなどが挙げられる。
【０１５３】
　耐候剤の具体例としては、例えば、ＢＡＳＦ製のＴＩＮＵＶＩＮシリーズやＵＶＩＮＵ
Ｌシリーズが挙げられる。
【０１５４】
≪水生生物付着防止粘着テープの製造方法≫
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、任意の適切な方法によって製造し得る。この
ような方法としては、例えば、別途準備した基材層と粘着層を貼付した後に防汚層形成材
料を基材層上に塗布して防汚層を形成する方法、基材層の一方の面に粘着層形成材料を塗
布して粘着層を形成し、基材層のもう一方の面に防汚層形成材料を塗布して防汚層を形成
する方法、基材層形成材料と粘着層形成材料を共押出しして基材層／粘着層の積層体を形
成させた後に防汚層形成材料を基材層上に塗布して防汚層を形成する方法、などが挙げら
れる。
【０１５５】
　防汚層形成材料を基材層上に塗布する方法としては、例えば、スプレー、ハケ塗り、ロ
ーラー、カーテンフロー、ロール、ディップなどが挙げられる。これらの方法で防汚層形
成材料を基材層上に塗布して、例えば、室温から２５０℃までの温度（好ましくは、室温
から１８０℃の温度）で乾燥させることにより、防汚層を形成することができる。
【実施例】
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【０１５６】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例になんら限定
されるものではない。
【０１５７】
＜施工性の測定＞
　試験対象の粘着テープから５０ｃｍ×３００ｃｍの大きさのサンプルを切り出した。被
着体としては、プレジャーボート（Ｔｏｐｒｕｎ　ＦＸ２４Ｚ、ヤンマー（株）製）の船
底を使用した。船底表面はゲルコート面である。
　上記サンプルを被着体にスキージ（ＸＥ１０３２、エイブリィ製）を使用して貼り付け
作業を行い、スキージのすべり性、防汚層の保護性、作業性、および汚染性を、下記の基
準で評価した。
（スキージのすべり性）
○：非常にすべりやすい。
△：すべりやすい。
×：すべりにくい。
（防汚層の保護性）
○：防汚層の破損なし。
△：防汚層の破損小。
×：防汚層の破損多数。
（作業性）
○：非常に作業しやすい、作業時間も短縮する。
△：作業しやすい。
×：作業しにくい。
（汚染性）
○：汚染しない。
△：汚染しにくい。
×：汚染する。特に被着体や手に汚染する。
【０１５８】
＜クレーンベルト吊り上げ後の保護性の測定＞
　粘着テープを貼りつけた上記プレジャーボートをクレーンベルトで一度吊り上げ、その
後に粘着テープ表面を観察し、保護性を下記の基準で評価した。
○：テープ表面に破損なし。
△：テープ表面の破損小。
×：テープ表面の破損多数。
【０１５９】
＜船台の測定＞
　粘着テープを貼りつけた上記プレジャーボートを船台に乗せ、１０ｍほど移動させ、そ
の後にプレジャーボートのすべり具合および粘着テープ表面の保護性を○△×で評価した
。
○：プレジャーボートのすべりもなく、テープ表面に破損なし。
△：プレジャーボートは少しすべり、テープ表面の破損小。
×：プレジャーボートは大きくすべりもなく、テープ表面の破損多数。
【０１６０】
〔実施例１〕
（粘着層）
　冷却管、窒素導入管、温度計、および攪拌機を備えた反応容器に、（メタ）アクリル系
モノマーとして、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ、東亜合成（株）製）：９
０重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、アクリルオリゴマー：５重量部、光重合開
始剤として２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン（商品名「イルガ
キュア６５１」、ＢＡＳＦ製）：０．１重量部を投入して分散させ、攪拌しながら窒素気



(26) JP 2014-169351 A 2014.9.18

10

20

30

40

50

流下にて上部よりＵＶ照射することにより、一部のモノマーをポリマーに転化させて塗工
可能な粘度に調整し、（メタ）アクリル系モノマー混合物を得た。この（メタ）アクリル
系モノマー混合物に、架橋剤として１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ
）：０．０８重量部を添加し、これをセパレーター（商品名「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂（
株）製、厚み５０μｍ）の表面にアプリケーターにて塗布し、カバーセパレータ（商品名
「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂（株）製、厚み３８μｍ）をハンドローラーにて貼り合わせ、
さらに紫外線ランプ（ＢＬタイプ）により紫外線を照射（紫外線照度：３．４ｍＷ／ｃｍ
２、積算照射量：２０００ｍＪ／ｃｍ２）することにより、厚み５０μｍの粘着層（１）
を得た。
（基材層）
　ウレタン樹脂基材（エスマーＵＲＳ　ＰＸＩＩ、日本マタイ（株）製）を用い、厚み１
００μｍの基材層（１）とした。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（１）と基材層（１）をハンドローラーにて貼り合わせ、テープを得た
。そして、このテープの基材層（１）上に、付加型シリコーンエラストマー（ＫＥ－１９
５０、信越化学工業（株）製）とシリコーンオイル（ＫＦ９６‐１００Ｃｓ、信越化学工
業（株）製）とを１００：９０（重量比）で混合した混合液をアプリケーターにて塗工し
、厚み１００μｍのシロップ層を形成した。これを１５０℃で５分間硬化させ、防汚層（
１）を作成した。
　テープの防汚層（１）上に、ポリエチレンを基材層とするアプリケーションテープ（３
６２０、日東電工（株）製）を貼り合せ、粘着テープ（１）を作成した。
　粘着テープ（１）の構成は、アプリケーションテープ（基材層厚み＝６０μｍ、粘着層
厚み＝１２μｍ）／防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝１００μｍ）／粘着層
（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６１】
〔実施例２〕
（粘着層）
　実施例１と同様にして、厚み５０μｍの粘着層（２）を得た。
（基材層）
　実施例１と同様にして、厚み１００μｍの基材層（２）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（２）と基材層（２）をハンドローラーにて貼り合わせ、テープを得た
。そして、このテープの基材層（２）上に、付加型シリコーンエラストマー（ＫＥ－１９
５０、信越化学工業（株）製）とシリコーンオイル（ＫＦ９６‐１００Ｃｓ、信越化学工
業（株）製）とを１００：９０（重量比）で混合した混合液をアプリケーターにて塗工し
、厚み１００μｍのシロップ層を形成した。これを１５０℃で５分間硬化させ、防汚層（
２）を作成した。
　テープの防汚層（２）上に、ポリエチレンを基材層とするアプリケーションテープ（Ｃ
－６００、日東電工（株）製）を貼り合せ、粘着テープ（２）を作成した。
　粘着テープ（２）の構成は、アプリケーションテープ（基材層厚み＝７０μｍ、粘着層
厚み＝２０μｍ）／防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝１００μｍ）／粘着層
（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６２】
〔実施例３〕
（粘着層）
　実施例１と同様にして、厚み５０μｍの粘着層（３）を得た。
（基材層）
　実施例１と同様にして、厚み１００μｍの基材層（３）を得た。
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（粘着テープ）
　得られた粘着層（３）と基材層（３）をハンドローラーにて貼り合わせ、テープを得た
。そして、このテープの基材層（３）上に、付加型シリコーンエラストマー（ＫＥ－１９
５０、信越化学工業（株）製）とシリコーンオイル（ＫＦ９６‐１００Ｃｓ、信越化学工
業（株）製）とを１００：９０（重量比）で混合した混合液をアプリケーターにて塗工し
、厚み１００μｍのシロップ層を形成した。これを１５０℃で５分間硬化させ、防汚層（
３）を作成した。
　テープの防汚層（３）上に、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）を基材層とするアプリケーショ
ンテープ（ＡＬ－２００、日東電工（株）製）を貼り合せ、粘着テープ（３）を作成した
。
　粘着テープ（３）の構成は、アプリケーションテープ（基材層厚み＝７０μｍ、粘着層
厚み＝８μｍ）／防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝１００μｍ）／粘着層（
厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６３】
〔実施例４〕
（粘着層）
　実施例１と同様にして、厚み５０μｍの粘着層（４）を得た。
（基材層）
　実施例１と同様にして、厚み１００μｍの基材層（４）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（４）と基材層（４）をハンドローラーにて貼り合わせ、テープを得た
。そして、このテープの基材層（４）上に、付加型シリコーンエラストマー（ＫＥ－１９
５０、信越化学工業（株）製）とシリコーンオイル（ＫＦ９６‐１００Ｃｓ、信越化学工
業（株）製）とを１００：９０（重量比）で混合した混合液をアプリケーターにて塗工し
、厚み１００μｍのシロップ層を形成した。これを１５０℃で５分間硬化させ、防汚層（
４）を作成した。
　テープの防汚層（４）上に、ポリエチレンとポリプロピレンからなる基材層からなるア
プリケーションテープ（３６４８Ｆ、日東電工（株）製）を貼り合せ、粘着テープ（４）
を作成した。
　粘着テープ（４）の構成は、アプリケーションテープ（基材層厚み＝４０μｍ、粘着層
厚み＝１３μｍ）／防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝１００μｍ）／粘着層
（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６４】
〔比較例１〕
（粘着層）
　実施例１と同様にして、厚み５０μｍの粘着層（Ｃ１）を得た。
（基材層）
　実施例１と同様にして、厚み１００μｍの基材層（Ｃ１）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（Ｃ１）と基材層（Ｃ１）をハンドローラーにて貼り合わせ、テープを
得た。そして、このテープの基材層（Ｃ１）上に、付加型シリコーンエラストマー（ＫＥ
－１９５０、信越化学工業（株）製）とシリコーンオイル（ＫＦ９６‐１００Ｃｓ、信越
化学工業（株）製）とを１００：９０（重量比）で混合した混合液をアプリケーターにて
塗工し、厚み１００μｍのシロップ層を形成した。これを１５０℃で５分間硬化させ、防
汚層（Ｃ１）を作成し、粘着テープ（Ｃ１）を作成した。
　粘着テープ（Ｃ１）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝１００μ
ｍ）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
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【０１６５】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１６６】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、水中生物が付着して繁殖することを防止でき
るため、水中構造物（船舶、ブイ、港湾設備、海上油田設備、発電所冷却水用の水路、工
場冷却水用の水路、水上浮遊通路など）に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０１６７】
　　１　　　　　　アプリケーションフィルム
　　２　　　　　　防汚層
　　３　　　　　　基材層
　　４　　　　　　粘着層
　１０　　　　　　剥離フィルム
１００　　　　　　水生生物付着防止粘着テープ
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